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1. 日本子ども安全学会機関誌「子ども安全研究」第 4号 

教育・保育施設での事故調査を展望する  

寺町東子（弁護士・社会福祉士・保育士） 

 

2. 日本子ども安全学会機関誌「子ども安全研究」第 5号 

子どもの事故（傷害）予防―地域主体の取組 

―長崎県大村市「子ども安全管理士講座」の実践から―  

出口貴美子（医師・出口小児科医院長 NPO法人 Love&Safetyおおむら代表理事 ） 

 

3. 安全工学シンポジウム 2019 OS-10再発防止の取り組みについて～事故防止のあり方を考える 

保育・学校・教育施設における事故の再発防止と事故予防の取り組み 

吉川優子 (事故遺族 日本子ども安全学会) 
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2019年 7月 5日安全工学シンポジウム OS-10 再発防止の取り組みについて～事故防止のあり方を考える 
保育・学校・教育施設における事故の再発防止と事故予防の取り組み 

吉川優子 (事故遺族 日本子ども安全学会)  
1．はじめに  2016年 3月、保育・学校事故の再発防止と予防

のために、内閣府から、「教育・保育施設等におけ

る事故防止及び事故発生時の対応のためのガイド

ライン」（以下ガイドラインとする）、 文科省から

は、「学校事故対応に関する指針」（以下指針とす

る）が示された。保育・学校管理下で死亡や重篤

な障害を残すような重大事故が発生した際には、

第三者委員会を設置し、事故検証を実施するよう

定められている。ただし、すべての事故が検証さ

れている状況ではない。2019年 5月 5日付の朝日

新聞によると、指針が示された 2016 年から 2017

年度までの 2 年間に報告された死亡事故は 56 件

で、調査報告書は 4件しか提出されていないとい

う実態が報道されていた。ガイドラインや指針だ

けでは、検証がなされない状況が明らかとなって

いる。  こうした現状の中、平成 30年 4月、消費者庁の

消費者安全調査委員会より、「教育・保育施設等に

おけるプール活動に関する実態調査報告」（以下実

態調査報告とする）が発表された。この実態調査

報告は、平成 23年 7月 11日に神奈川県大和市の

私立幼稚園で発生したプール事故の、消費者庁に

よる調査報告※1のフォローアップとして、対象と

なる幼稚園・保育所・認定こども園などの保育・

教育施設に該当する 5000 施設を抽出し、アンケ

ート調査が行われたものである。   
2．実態調査報告書より  実態調査報告では、学校保健安全法※2に基づい

た安全に関する年間計画について、「策定していな

い」という施設が、回答施設全体の 25.2%に及ぶ

という結果が示されていた。「プール活動・水遊び

に関する指導マニュアルがあるか」については、

「いいえ」「あるかどうか知らない」という回答合

わせて 42.7%、「プール活動・水遊びに関する緊急

時対応マニュアルの作成」については、策定して

いない施設が 46.6%、「プール活動・水遊びにおけ

る溺水等の緊急時想定訓練の実施状況」に関して

は、6 割以上が「行っていない」という実態が明

らかとなった。「ガイドライン及び通知を受けて改

善の検討等」については、「事故防止及び事故発生

時の対応に関する取組についての改善」に関し、

幼稚園 20.3%、保育所 13.5%、認定こども園 17.4%

が、「改善を検討していない」という回答で、その

理由は、高い回答率から、「改善の必要性を感じな

かった」「人員・予算不足」と続く。実際に事故が

発生している現状の中で、多くの施設・保育者が

安全対策について検討し、不断の努力を重ねてい

る状況がある一方で、施設あるいは園長などによ

り、理解や対応、意識に差がある現状が窺える。

消費者安全調査委員会からは、行政や自治体が「園

において適切な監視・指導体制を確保することが

できるよう配慮すべきである」などの意見がまと

められていた。 
保育・教育施設管理下で死亡事故が発生し、裁

判所が過失による刑事責任や民事責任を認定して

も、再発防止や安全管理体制などの改善に生かさ

れることなく、同様の事故が繰り返し発生する現

状を踏まえ、国には、提言や意見だけにとどまら

ず、安全基準および実践的かつ効力ある制度や法

整備についても検討していただきたい。 
実態調査報告では、専任の監視者をつけること

ができない場合はプール活動を中止する旨、提言

されているが、保育者の多くは、「子どもたちのた

めに」、「保護者の要望・期待に応えるために」と

いう思いや責任感のもと、日々の保育業務にあた

り、子どもたちとその保護者と向き合う中で、最

善の活動と対応を模索している。こうした現状に

理解を深める必要がある。※3  
3．日本スポーツ振興センターの情報 
 日本スポーツ振興センター（以下 JSC）では、

保育所、幼稚園、小学校、中学校、高校などの施

設管理下で発生した事故に対する災害共済給付制

度を設けている。災害共済給付の申請内容から、
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2019年 7月 5日安全工学シンポジウム OS-10 再発防止の取り組みについて～事故防止のあり方を考える 
保育・学校管理下での事故の情報が集約され、web

サイト上で「学校事故事例検索データベース」を

公開している。 
（学校安全web  
https://www.jpnsport.go.jp/anzen/anzen_school/anzen

_school/tabid/822/Default.aspx）  JSC学校安全部の平成 29年度［2017年度］災

害共済給付状況の「災害共済給付契約に基づく児

童生徒等の加入状況」によると、小学校、中学校

99.9%、高等学校等 97．6%、高等専門学校

99.3％、幼稚園 80.1%、幼保連携型認定こども園

85.5%、保育所等 82.2%となっている。0歳～18

歳までの死亡や重篤な障害を残すような重大事故

と、医療機関を受診したケガなども対象となる。

同様の事故が繰り返し発生している状況が続いて

いる中で、任意加入ではあるものの、該当施設

は、子どものためにこの制度に加入してほしい。

災害共済給付制度は、事故データを収集し、再発

防止と予防に役立てる制度でもあるという理解と

合わせて、事故の対応について、ガイドラインと

指針を、それぞれの保育・学校現場・自治体で着

実に活用されることが望まれる。  
4．自治体レベルの取組などから考える  愛媛県西条市では、2012年に発生した幼稚園の

お泊り保育中に発生した水難事故の教訓をいかす

ために、2018 年 4 月から市内 2 か所ある消防署

に、子ども用のライフジャケットレンタルステー

ションを設置し、学校などで活用されている。 
長崎県大村市では、地域のNPO法人と共催で、

保育・教育施設の職員向けの「子ども安全管理士

講座」を開催している。※4  さいたま市では、2011年に小学校 6年生の生徒

が、駅伝の課外練習中に倒れ、学校で AEDを使用

されることなく救急搬送後に死亡した事故からの

教訓をいかすために、「体育活動時等における事故

対応テキスト～ASUKA モデル～」を、web サイ

トで公開している。心肺蘇生法の講習や AED の

普及活動も行われている。  滋賀県甲賀市では、2007年に教育委員会主催の

四万十川で開催された野外講座で、川で 2名の生

徒が亡くなる事故が発生した。事故検証の報告書

と再発防止のためのマニュアルや手引きを甲賀市

の webサイトで公開している。※5  自治体レベルで実施できる取り組みが多くある
ことを確認できる。 

写真：愛媛県西条市 2018年 6月 1日  
市内の小学校でライフジャケット装着学習が実施された様子         
他の自治体などでも、再発防止に向けた取り組

みは実施されていると考えられる。こうした取り

組みを全国で共有する仕組みも必要だ。事故の再

発防止と予防の理解が社会に浸透していくために、

効力ある仕組みと制度を期待する。 
【参考資料：情報】 
※1消費者安全法第 23条第 1項に基づく事故等原因調査報告書平

成 23年 7月 11日に神奈川県内の幼稚園で発生したプール事故 

平成 26年 6月 20日 消費者安全調査委員会 
※2学校保健安全法（昭和 33年法律第 56号）第 27条 
※3 日本子ども安全学会第 4 号 幼児のプール活動と水遊びの安
全について―保育・教育施設の現状から考える― 吉川優子  

※4長崎県大村市・NPO法人 Love&Safetyおおむら共催事業 
※5滋賀県甲賀市  ・四万十川における水難事故調査報告  ・青少年の自然体験活動における安全対策マニュアル 

2018プール開き 

ライフジャケット実習 
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